
黒石市

藤崎町

青森県

堤防整備(国)

堤防整備(国)

つがる市

浅
瀬
石
川→

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
・堤防整備、河道掘削の促進
・土砂災害対策（砂防事業、治山対策の推進）
・流出抑制対策

（利水ダム等12ダムにおける事前放流等の実施、体制
構築、雨水貯留施設整備、水田貯留、森林整備等）

・内水被害軽減策
（下水道等の排水施設整備）

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等
により変更となる場合がある。

堤防整備(国)

堤防整備(国)

堤防整備(国)

堤防整備(国)

堤防整備(国)

◎

弘前市

◎五所川原

中泊町

五所川原市

青森市

板柳町

平川市

鶴田町

鶴田町

田舎館村

弘前市

黒石市

弘前市

五所川原市

五所川原

河道掘削(国)

岩木川水系流域治水プロジェクト【位置図】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

○ 令和元年東日本台風では、各地で戦後最大を超える洪水により甚大な被害が発生したことを踏まえ、岩木川水系においては、豊富な自然環
境を有する流域の特性を考慮した、河川整備に併せて、観光資源や地域産業（りんご栽培等）を支える安全・安心なまちづくりや内水被害
軽減対策を組み合わせた流域治水の取り組みを実施することにより、国管理区間においては、流域で甚大な被害が発生した戦後最大の昭和
52年8月洪水（低気圧）と同規模の洪水を安全に流下させ、流域における浸水被害の軽減を図る。

金木川

幹線整備

十川

引座川

腰巻川

大和沢川

平川

下水道幹線整備(町)

金木川堤防整備・河道掘削(県)

十川堤防整備・河道掘削(県)

大和沢川堤防整備・河道掘削(県)

腰巻川堤防整備・河道掘削(県)

引座川堤防整備・河道掘削(県)

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
・水害リスク空白域の解消
・避難体制等の強化

（洪水情報の提供、要配慮者利用施設の避難確保計画作成
の促進、マイ・タイムライン普及促進、緊急避難場所の整備、
講習会等によるマイタイムラインの普及促進、防災教育等）

・水防体制の整備
（危機管理型水位計・河川監視カメラの設置等）

・早期復旧に備えた対策（防災拠点等の整備等）
・洪水ハザードマップの作成、更新 等

浪岡川

後長根川

前川

砂防事業(県)

旧十川河道掘削(県)
飯詰川河道掘削(県)

飯詰川

旧十川

浪岡川河道掘削(県)

後長根川河道掘削(県)
砂防事業(県)

砂防事業(県:地すべり)

砂防事業(県:急傾斜)

前川河道掘削(県)

砂防事業(県)

平川河道掘削(県)

砂防事業(県:急傾斜)
道路高台等への避難場所の整備・確保(国・町)

堤防整備(国)

下水道幹線整備(市)

下水道幹線整備(町)

浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定・見直し（市）

雨水貯留施設整備（市）

準用河川の整備・促進（市）

避難体制等の強化（市）

土地利用規制・誘導（市）

凡例

堤防整備

河道掘削

浸水想定区域（戦後最大の昭和52年8月

洪水等と同規模想定）

大臣管理区間

砂防事業(県:急傾斜)

防災マップの作成・配布（市）

森林整備（町）

森林整備（東北森林管理局、青森県、
森林整備センター、市町村）

治山対策(東北森林管理局、
青森県)

事前放流等の実施、
（河川管理者・ダム管理者）新小戸六ダム 相馬ダム

岩
木
川

農業用施設を活用した流出抑制対策

河道掘削

洪水ハザードマップの作成、更新（市）

避難体制等の強化（市）

避難体制等の強化（町）

避難体制等の強化（町）

避難体制等の強化（町）

ハザードマップの作成、更新（町）

早期復旧に備えた対策
（防災拠点等の整備）※イメージ

避難体制等の強化（自主防災研修会）

道路高架区間等緊急避難場所整備※イメージ

相馬ダム（利）事前放流

※対策事業の代表箇所を旗揚げしている。

下水道幹線整備(町)

浸水範囲の限定・氾濫水の制御（日常パトロールの強化等）（市）

防災マップの作成・配布（市）

浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定（市）

■グリーンインフラの取り組み 詳細次ページ

■被害対象を減少させるための対策
・土地利用規制・誘導
・浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定・見直し
・浸水範囲の限定・氾濫水の制御（日常パトロールの強化等）
・道路高台等への避難場所の整備・確保 等

資料４



藤崎町

青森県

つがる市

浅
瀬
石
川→

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等
により変更となる場合がある。

◎

弘前市

◎五所川原

中泊町

五所川原市

青森市

板柳町

平川市

鶴田町

鶴田町

田舎館村

弘前市

黒石市

弘前市
五所川原市

五所川原

河道掘削(国)

岩木川水系流域治水プロジェクト【流域図】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

金木川

幹線整備

十川

引座川

腰巻川

大和沢川

平川

浪岡川

後長根川

前川

飯詰川

旧十川

凡例

河道掘削

大臣管理区間

新小戸六ダム 相馬ダム

早期復旧に備えた対策
（防災拠点等の整備）※イメージ

道路高架区間等緊急避難場所整備※イメージ ※対策事業の代表箇所を旗揚げしている。

瀬・淵の再生

●自然環境の保全・復元などの自然再生
・瀬・淵の 再生

■グリーンインフラメニュー

生物の多様な生育環境の保全

○岩木川はアユやウグイなどの多様な魚類が確認されている他、下流部には広大なヨシ原が広がり、日本特産種であるオオセッカの繁殖地となっているなど優れた自然環

境を有している。また、最下流部には汽水湖である十三湖があり、全国的にも有名なヤマトシジミをはじめ、数多くの動植物が生息している。
○岩木川では、アユやウグイの良好な産卵場や生息場のためのレキ河原再生を行い、今後概ね7年間で瀬・淵の整備による魚類等の生息環境を再生するなど、自然環境が
有する多様な機能を活かすグリーンインフラの取組を推進する。

●治水対策における多自然川づくり
・生物の多様な生息環境の保全

●自然環境が有する多様な機能活用の取組み

・環境学習の促進（弘前市内公民館と市教育委員会が小学生向け環境
学習）
・自然環境が有する機能を活かした地域振興（津軽ダム及び浅瀬石川ダム
を活用したインフラツーリズム、岩木川流域生態系ネットワーク検討委員会
のもと、弘前地区の水辺環境を基盤とした生態系からの地域振興）

・｢青森市緑の基本計画｣による植栽活動の支援
・湿地帯を活用した雨水貯留施設の整備
・雨水調整機能を兼ね備えた都市公園の維持管理
・ヨシ原の火入れ
・住民参加による河川愛護活動（河川のゴミ拾い）
・森林整備による生物の生育環境の保全と水源涵養機能の維持

【全域に係わる取組】
1)小学校における環境学習
2)地域のニーズを踏まえた賑わいのある水
辺空間創出への連携・支援

3)岩木川流域生態系ネットワーク検討委員会

津軽ダム【国】

津軽ダム 位置図

岩木川

下流部に広がるヨシ原

平川土淵川

旧大蜂川

浅瀬石川

浅瀬石川ダムを活用
したインフラツーリズム

津軽ダムを活用した
インフラツーリズム

オオセッカ

多自然かわづくりのイメージ

●グリーンインフラの取り組み 『 多様な流れの形成による水生生物の良好な生息・生育環境を目指して 』

浅瀬石川ダム 位置図

浅瀬石川ダム【県】

浅瀬石川

岩木川

平川土淵川

旧大蜂川

金木川河道掘削(県)

大和沢川河道掘削(県)

腰巻川河道掘削(県)

引座川河道掘削(県)

旧十川河道掘削(県)

飯詰川河道掘削(県)

前川河道掘削(県)

平川河道掘削(県)

雨水貯留施設整備（市）

準用河川の整備・促進（市）

森林整備（東北森林管理局、青森県、
森林整備センター、市町村）

生物の多様な生育環境の保全

生物の多様な生育環境の保全

生物の多様な生育環境の保全

生物の多様な生育環境の保全

生物の多様な生育環境の保全

湿地帯を活用した雨水
貯留施設の整備（弘前市）

雨水調整機能を兼ね備えた
都市公園の維持管理（弘前市）

生物の多様な生育環境の保全（弘前市）

後長根川河道掘削(県)

生物の多様な
生育環境の保全

魚道整備や排水路への脱出スロープ設置による連続性の確保(県)

｢青森市緑の基本計画｣
による植栽活動の支援

住民参加による河川愛護活動
(河川のゴミ拾い) (主催：地区会)

生物の多様な生育環境の保全

生物の多様な生育環境の保全

生物の多様な生育環境の保全

ヨシ原の火入れ（中泊町）

森林整備による生物の生育環境
の保全と水源涵養機能の維持



※ ：対策実施に向けた調整・検討期間を示す。

岩木川水系流域治水プロジェクト【ロードマップ】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

区分 対策内容 実施主体
工程

短期 中期 中長期

氾濫をできるだけ防ぐ・減らすため

の対策

堤防整備・河道掘削 青森河川国道事務所・青森県・流域市町村

雨水排水網の整備 流域市町村

砂防関係施設の整備 青森県

利水ダム等12ダムによる

事前放流等の実施・体制構築

東北農政局・青森河川国道事務所・岩木川

ダム統合管理事務所・青森県

水田貯留（支援含む） 東北農政局・青森県・流域市町村

森林整備・治山対策 東北森林管理局・青森県・森林整備センター・流域市町村

被害対象を減少させるための対策
浸水リスクを考慮した

立地適正化計画の策定
流域市町村

被害の軽減、早期復旧・復興のた

めの対策

避難場所や経路に

関する情報の周知
青森県・流域市町村

住民の防災意識の

向上のための取り組み

岩木川ダム統合管理事務所・青森県・青森

地方気象台・流域市町村

防災行政無線の改良 岩木川ダム統合管理事務所・流域市町村

グリーンインフラの取組

生物の多様な生息環境の保全 青森河川国道事務所・青森県・弘前市

小学校などにおける環境学習 流域自治体

岩木川流域生態系ネットワーク
検討委員会

青森河川国道事務所

魚道整備や排水路への脱出ス
ロープ設置による連続性の確保

青森県

森林整備による生物の生育環境
の保全と水源涵養機能の維持

東北森林管理局・青森県・森林整備センター

住民参加による河川愛護活動
（河川のゴミ拾い）

田舎館村

｢青森市緑の基本計画｣
による植栽活動の支援

青森市

湿地帯を活用した
雨水貯留施設の整備

弘前市

雨水調整機能を兼ね備えた
都市公園の維持管理

弘前市

ヨシ原の火入れ 中泊町

.

岩木川では、上下流、本支川の流域全体を俯瞰し、国、県、市町村が一体となって、以下の手順で「流域治水」を推進。
【短 期】 五所川原市街地等中流部での災害発生を防ぐため、堤防整備を優先するとともに、岩木川下流部の河道掘削を実施するとともに、安全なまちづくりのための土地利用規制・誘導の推進や、危機管理

水位計の設置など住民の避難行動を促す河川情報の充実を図る。
【中 期】 岩木川中下流部の河道掘削を実施し、下流側から流下能力の向上を図るとともに、農業施設と連携した流出抑制等の対策を図る。

防災行政無線の改良及び広域連携による避難体制の強化を図る。
【中長期】 中流部の河道掘削等を実施し、流域全体の安全度の向上を図るとともに、下水道の排水施設整備による内水被害軽減等の対策を図る。さらに、メディアと連携による洪水情報の提供や講習会等によ

るマイ・タイムラインの普及促進、要配慮者利用施設の避難確保計画作成等により、改めて地域住民の防災意識の啓発を図るとともに、より確実な避難体制の構築を図る。

堤防整備・河道掘削（青森県・弘前市）
河道掘削（青森河川国道事務所）

雨水幹線網の整備（五所川原市、藤崎町、板柳町・鶴田町）

森林整備の推進（中泊町）

立地適正化計画に基づく規制・誘導（青森市、弘前市）

水防活動拠点の整備（青森河川国道事務所）

情報伝達体制の強化

防災行政無線の改良

堤防整備・河道掘削（青森河川国道事務所）

砂防堰堤・急傾斜地対策・地すべり対策の実施（青森県）

避難確保計画未作成施設への計画作成支援 広域連携の避難体制

マイ・タイムラインの普及促進

※「実施に向けて検討する取り組み」

【ロードマップ】※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

多自然川づくり

魚道整備や排水路への脱出スロープ設置(青森県)

森林整備事業・治山事業持続的な森林の保全維持を目的とした植樹活動（青森県）

【事業費(R2年度以降の残事業費)】

■河川対策
全体事業費 約３５０億円 ※1
対策内容 堤防整備、河道掘削 等

■下水道対策
全体事業費 約１２０億円 ※2
対策内容 雨水貯留施設整備、

下水道等の排水施設整備 等

※1：直轄及び各圏域の河川整備計画の残事業費を記載
※2：各市町における下水道事業計画の残事業費を記載



短期整備（5か年加速化対策）効果 ： 河川整備率 約３５％→６０％

〇鶴田左岸地区の引堤事業がＲ５に完了することで、平成25年9月洪水と同規模の洪水に対して、鶴田地区においてＨＷＬ以下で流下させることが可能となる。

岩木川水系流域治水プロジェクト【事業効果（国直轄区間）の見える化】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

進捗と効果
（R4.3版）

※外水氾濫のみを想定したものである。現在 短期

五所川原市

つがる市

弘前市

五所川原市

つがる市

弘前市

五所川原市街地
で中高頻度(1/30)
の浸水が解消

注：外水氾濫のみを想定したものであり、内水氾濫を考慮した場合には浸水
範囲の拡大や浸水深の増大が生じる場合がある。
浸水範囲は、今後の調査・検討や対策内容等により変更となる場合がある。

※外水氾濫のみを想定したものである。
※国直轄事業の実施によるものである。

高頻度(1/10）

中高頻度(1/30)

中頻度(1/50)

中低頻度(1/100)

想定最大規模

市町境界

河川等範囲

対象となる洪水予報河川の区間

中高頻度（1／30）
の浸水が解消

【短期整備完了時の進捗】
①中流部全域 河道掘削

0％→51％
②鶴田左岸地区 築堤・護岸

0％→100％
③鶴田右岸地区 築堤・護岸

0％→100％
④五所川原地区 浸透対策

0％→100％

5か年加速化メニュー：赤字
整備計画残メニュー ：緑字

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。

中期
（R8～R12年）

中長期
（R13～Ｒ18年）

工程

区間対策内容区分

鶴田右岸地区

五所川原・木造・
十三湖・車力・
武田・稲垣地区

堤防整備
63％→100％

五所川原地区

氾濫をできるだけ
防ぐ・減らすための対策

（国）

短期
（R2～R7年）

中流部全域
河道掘削
39％→100％

鶴田左岸地区

木造・武田地区

堤防強化
29％→100％

R3 51％

100％

100％

75％ 100％

100％

100％

100％

リスクマップ検討中



山地の保水機能向上・
土砂・流木対策

戦後最大洪水等に対応した
河川の整備率

農地・農業用施設の活用 流出抑制対策の実施 立地適正化計画における
防災指針の作成

水害リスク情報の提供 高齢者等避難の
実効性の確保

集計中

名　称 施工年度 事業費 集水面積 貯留面積 貯留容量 貯留水深 多目的利用

南中学校 S56～S58 99,495千円 2.8ha 12,222㎡ 2,085㎥ 0.166ｍ グランド

第五中学校 S61～S62 94,800千円 3.2ha 12,925㎡ 1,968㎥ 0.150ｍ グランド

・ゲリラ豪雨による浸水被害が近年多発
する中、学校の校庭に雨水貯留浸透機
能を持たせ、大雨時に学校敷地内や校
庭に降った雨水を一時的に貯留し、河
川への流出量を抑制する。（青森県弘前市）

・国管理河川や県管理河川の想定最大
規模降雨による浸水想定区域図と土砂
災害警戒区域、さらには岩木山ハザー
ドマップを統合した総合的な防災マップ
を令和2年8月に作成済・配布中。

（青森県弘前市）

【貯留構造】

校庭内の排水
吐口部をオリ
フィス構造とし、
雨水排水を絞り
貯留させる

集計中

校庭貯留施設における流出量抑制 浸水リスクを考慮した立地適正化計画の作成 洪水・土砂・火山の総合的な防災マップを作成・配布

・平成30年3月策定の「青森市立地適正

化計画」では、居住誘導区域に含めな
い区域として、浸水深１ｍ以上の洪水浸
水想定区域を設定している。
・概ね5年ごとに社会経済情勢の変化や

関連計画との整合等を踏まえて、計画
の見直しを検討する。

（青森県青森市）

集計中 集計中 集計中 集計中 集計中



岩木川水系流域治水プロジェクト【位置図（詳細版１／２）】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

堤防整備

中泊町

金木川

金木川堤防整備・河道掘削（県）

十川

十川堤防整備・河道掘削（県）

幹線整備

堤防整備

堤防整備

つがる市

五所川原市

堤防整備

下水道幹線整備（市）

板柳町

鶴田町

堤防整備

下水道幹線整備（町）

弘前市

青森県

河道掘削

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰川

浪岡川

旧十川河道掘削（県）

飯詰川河道掘削（県）

浪岡川河道掘削（県）

砂防事業（県）

飯詰ダム事前放流（県）

森林整備（東北森林管理局、青森県、森林整備センター、町）

浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定（市）

土地利用規制・誘導（市）

避難体制等の強化（市）

避難体制等の強化（町）

避難体制等の強化（市）

避難体制等の強化（市）

避難体制等の強化（町）

避難体制等の強化（町）

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

森林整備（東北森林管理局、青森県、森林整備センター、市）

6

浪岡ダム

小田川ダム

新小戸六ダム

飯詰ダム

本郷ダム（利）事前放流等

浪岡ダム（利）事前放流

小田川ダム（利）事前放流

新小戸六ダム（利）事前放流

緊急速報メールやLアラートを活用した情報提供
【弘前市】

メディア連携による洪水情報の提供
【中泊町】

要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進
【弘前市、五所川原市、中泊町】

広域避難体制の構築
【 板柳町、鶴田町】

防災教育、出前講座等の実施、マイタイムラインの普及促進

【弘前市、黒石市、五所川原市、つがる市、板柳町、鶴田町、
中泊町、大鰐町】

危機管理型水位計、簡易型河川用監視カメラの設置
【青森県】

治山対策（東北森林管理局、青森県）

下水道幹線整備（町）

森林整備（東北森林管理局、青森県、森林整備センター、市）



岩木川水系流域治水プロジェクト【位置図（詳細版２／２）】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

鶴田町

堤防整備
十川

十川堤防整備・河道掘削（県）

下水道幹線整備（市）

西目屋村

板柳町

下水道幹線整備（町）

弘前市

下水道幹線整備（町）
藤崎町

←浅瀬石川

←平川

腰巻川堤防整備・河道掘削（県）

平川市

田舎館村

引座川堤防整備・河道掘削（県）

大和沢川堤防整備・河道掘削（県）

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

河道掘削

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

砂防事業（県：地すべり）

砂防事業（県）

砂防事業（県：急傾斜）

砂防事業（県：急傾斜）

浪岡川

砂防事業（県）

砂防事業（県：急傾斜） ←島田川

浪岡川河道掘削（県）

後長根川河道掘削（県）

平川河道掘削（県）

島田川河道掘削（県）

前川河道掘削（県）

砂防事業（県）

砂防事業（県：急傾斜）

砂防事業（県：地すべり）

砂防事業（県）

久吉ダム事前放流（県）

遠部ダム事前放流（県）

道路高台等への避難場所の整備・確保（国・町）

雨水貯留施設整備（市）

準用河川の整備促進（市）

浸水範囲の限定・氾濫水の制御（日常パトロールの強化等）（市）

避難体制等の強化（村）
避難体制等の強化（市）

避難体制等の強化（町）

避難体制等の強化（市）

避難体制等の強化（町）

避難体制等の強化（市）

浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定（市）

土地利用規制・誘導（市）

避難体制等の強化（市）

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

防災マップの作成・配布（市）

治山対策(東北森林管理局、青森県)

7

浪岡ダム

早瀬野ダム

二庄内ダム

浅瀬石川ダム

津軽ダム 相馬ダム

本郷ダム

二庄内ダム（利）事前放流

早瀬野ダム（利）事前放流

相馬ダム（利）事前放流津軽ダム事前放流

浅瀬石川ダム事前放流

下水道幹線整備（町）

浸水リスクを考慮した立地適正化計画の策定・見直し（市）

防災マップの作成・配布（市）

森林整備（東北森林管理局、青森県、森林整備センター、町）



岩木川水系流域治水プロジェクト

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らす対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

8



○ 河道の目標流量を安全に流下させるため「堤防整備」を実施

【堤防整備のイメージ（量的整備）】

【堤防整備のイメージ（質的整備）】

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

青森河川国道事務所

9

位置図

堤防整備

「岩木川水系」

【堤防整備の効果】

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策



○河道の断面積の確保や河道安定のため「河道掘削」を実施

具体的な取組み内容

河道掘削により、洪水時の水位を低下させる

河道掘削（樹木伐採）

▽対策前の水位
▽対策後の水位

R1.8.30 撮影 R2.3.19 撮影

岩
木
川

五所川原大橋

五所川原大橋

河道掘削（樹木伐採含む）

河道掘削イメージ

青森河川国道事務所

位置図

河道掘削

「岩木川水系」

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

洪水氾濫対策 堤防整備・河道掘削
実施中

10

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策



【全体計画】
河川名 ：一級河川岩木川水系十川
事業内容 ：築堤、河道掘削、橋梁、堰 等
施工地 ：五所川原市

・岩木川水系十川は、沿川が新興住宅地として造成されるなど、著しく人口や資産の集積が進んでいるが、
現況流下能力が低いため、昭和５０年豪雨等による洪水等で甚大な被害が発生したほか、近年でも度々浸
水被害が発生している。
・広域河川改修事業及び大規模特定河川事業により、築堤、河道掘削、橋梁架替等を実施し、地域の安全
性の向上を図る。

事業実施のイメージ

浸水戸数

被害状況 平面図

●十川広域河川改修事業、大規模特定河川事業

事業効果

【凡例】

事業実施中
事業未実施

築堤

○河道掘削、築堤及び橋梁架替等により流下能力を確保し、
家屋浸水被害を軽減

H.W.L

112.1～111.5

49.0

5.5 5.5

標準横断図

1
.1
1

7
.1
7

0

100

200

300

400

S50.8豪雨 事業完了後

床上

195戸

床下

142戸
床下0戸
床上0戸

合計337戸 337戸の浸水
被害解消市町村名

浸水面積
（ha）

浸水戸数（戸）

床上 床下 計

S50.8.19 五所川原市 190 195 142 337

S52.8.4 五所川原市 1,400 44 251 295

S56.8.24 五所川原市 120 0 2 2

H2.9.19 五所川原市 957 0 4 4

H25.9.16 五所川原市 27 3 8 11

位置図

岩木川

青森県五所川原市

岩木川水系十川
いわきがわ

ごしょがわらし

いわきがわ とがわ

青森市

昭和５６年８月
全体改修区間

①

：浸水想定区域

平成２５年９月

【凡例】

当面事業実施する区間
事業実施済区間（築堤）
今後整備する区間

大規模特定河川事業

広域河川改修事業

航空写真①

航空写真②

航空写真①

航空写真②

十
川

青森県

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。 11

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策



【全体計画】
河川名 ：一級河川岩木川水系十川
事業内容 ：堤防強化
施工地 ：五所川原市

・岩木川水系十川は、沿川が新興住宅地として造成されるなど、著しく人口や資産の集積が進んでいる
が、現況流下能力が低いため、昭和５０年豪雨等による洪水等で甚大な被害が発生したほか、近年でも
度々浸水被害が発生している。また、決壊時に想定湛水深が非常に深くなる地区があり、家屋等が浸水す
る可能性がある。
・事業間連携河川事業により、堤防強化対策を集中的に実施し、早期に地域の安全性の向上を図る。

事業実施のイメージ

浸水戸数

被害状況

●十川事業間連携河川事業（Ｒ３完了）

事業効果

市町村名
浸水面積
（ha）

浸水戸数（戸）

床上 床下 計

S50.8.19 五所川原市 190 195 142 337

S52.8.4 五所川原市 1,400 44 251 295

S56.8.24 五所川原市 120 0 2 2

H2.9.19 五所川原市 957 0 4 4

H25.9.16 五所川原市 27 3 8 11

位置図

岩木川

青森県五所川原市

岩木川水系十川
いわきがわ

ごしょがわらし

いわきがわ とがわ

青森市

昭和５６年８月

堤防に浸透した水を、ドレーン工により速やか
に自然排水することで、浸潤面の低下を促す。

堤防裏法尻の一部をドレーン
材に置き換える。

浸透対策の施工事例

←岩木川

十
川
↓

五所川原市街地
岩木川浸水想定区域

堤防強化対策（県）

危機管理型ハード対策（国）

【凡例】

事業実施区間
他事業

平成２年９月平成２５年９月

浸透対策（県）

危機管理型ハード対策（国）

平面図

青森県

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる
場合がある。

12

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策



《岩木川水系における実施事例》
工事名 十川（浪岡川）広域河川改修（国土強靭化緊急対策）工事
工事場所 青森市浪岡大字下十川地内

着工前

完成

●樹木伐採・掘削

流下阻害や局所洗掘等によって洪水氾濫による著しい被
害が生ずる等の河川について、樹木伐採・掘削等の緊急対
策を実施し、近年の主要洪水等に対して氾濫防止を図る。

位置図

写真
撮影位置

平川
後長根川

旧
十
川

金木川

青森県

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により
変更となる場合がある。 13

引座川

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策



○市で管理する準用河川、普通河川の河道掘削・雑木伐採の実施

市街地を流れる河川及び災害の危険性がある河川について、台風発生時期前に河道内の浚渫や雑木伐採を行うことにより、被害を未然に防ぎ適正な維持管
理を図る。

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

洪水氾濫対策
堤防整備・河道
掘削

弘前市

■適正な維持管理に努めることにより、浸水被害の解消や低減を図り、市民の安全・安心な生活を確保する。

■定期的に河道内の浚渫を行い、悪臭や害虫の発生を抑制する。

■市で管理する河川について、継続して作業を行い水辺環境の向上に努める。

【作業前】 【作業後】

具体的な取組み内容

【市が管理する河川】

○準用河川

１６河川、総延長 29.5km

○普通河川
５５河川、総延長 74.7ｋｍ

凡　　例

一級河川（国）

一級河川（県）

準用河川

普通河川

その他（改良区等）

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○市で管理する準用河川、普通河川の河道掘削・雑木伐採の実施

市街地を流れる河川及び災害の危険性がある河川について、台風発生時期前に河道内の浚渫や雑木伐採を行うことにより、被害を未然に防ぎ適正な維持管
理を図る。

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

洪水氾濫対策
準用河川の整備
促進

弘前市

■現在作成中の「河川施設維持管理計画」に基づき、効果的・効率的な維持管理が実施できるよう河川ごとの優先順位を定める。

■維持管理の実施にあたっては、劣化が進行し全面的な更新である改修（事後保全型)が必要となる前に、点検による 状態把握を行い、最適なタイミングで補修を行うことで
寿命を延ばし、コスト縮減を図る予防保全型を基本とする。

■「巡視」「点検」「対策」を計画的に繰り返し実施し、PDCAサイクルの体系を構築し、実施内容に反映していく。

具体的な取組み内容

【暗渠の内部点検・補修の実施】 【護岸補修の実施】

【「河川施設維持管理計画」による点検結果評価記録】

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○五所川原市公共下水道事業計画（五所川原処理区）

五所川原市①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

雨水幹線の

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

内水氾濫対策 雨水排水網の整備

位置図

公共用水域へ吐け口ごとに排水区を設けるものとし、既成市街地を中心に排水区域として１２排水区３３３．４ｈａを整備する計画

整備された公共下水道により排除が可能である区域

岩
木
川

○ 市街地の浸水対策として昭和４９年に計画策定、平成２年か
ら雨水幹線等の整備に着手し、旧市街地の整備は、ほぼ完了

○ 放流先河川：一級河川旧十川

○ 令和元年度末都市浸水対策達成率
一般地区 ９２．０％ （２３６．０ｈａ／２５６．４ｈａ）
[計画降雨1/10 40mm/hr]

市役所つがる総合病院

旧
十
川五所川原駅

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合があ
る。
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「岩木川水系」

○藤崎町公共下水道（西豊田地区）浸水対策事業

藤崎町氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

内水氾濫対策 雨水排水網の整備 実施中

位置図

雨水幹線等の整備を行い、都市浸水対策達成率の向上を図り、住民の安全・安心で快適な暮らしを実現します。

雨水渠整備

【三千石堰雨水渠整備】

庁舎

相原排水路

三千石堰第一排水区枝線
L=0.5km

三千石堰二号幹線
L=1.5km

令和３年度

雨水管渠 L=0.2km令和４年度

雨水管渠 L=0.1km
三千石堰第二排水区枝線

L=0.3km

令和４年度

凡例（浸水対策）

令和３年度施工区間

令和４年度施工区間

既整備区間
（H26以前）

過年度整備区間
（H27～R2）

市街化区域

国道７号・３３９号

ＪＲ五能線

浸水区域

【西豊田地区冠水状況（H25.7.2）】
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○雨水排水網の整備 中央雨水区及び放流口の雨水幹線整備

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

町中心部の大雨に伴う内水氾濫による深刻な影響を回避するため雨水幹線の整備を進め、内水エリアの浸水対策を講じる。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

内水氾濫対策
雨水排水網の整
備

具体的な取組み内容

板柳町

位置図

≪雨水幹線の整備≫
・整備済区間 2.7km

（事業期間 S57~H21）
・未整備区間 1.0km

（事業期間 未定）

≪計画諸元等≫
・確率年 ７年確率
・降雨強度 ４０ mm/hr
・雨水渠の余裕率 ９割水深
・断面 Ｕ2600*2600他
・放流先 岩木川

岩木川への放流

「岩木川水系」 雨水事業計画図

実施済

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○鶴田町公共下水道事業計画

鶴田町氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

区 分 取組項目

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

内水氾濫対策 雨水排水網の整備

位置図

雨水管渠整備

町中心部の大雨に伴う内水氾濫による深刻な影響を回避するため雨水幹線の整備を進め、内水エリアの浸水対策を講じる。

実施中

≪雨水幹線の整備≫
・整備済区間 2.30km
（事業期間H4~H27）
・未整備区間 2.75km（左図赤線部分）
（事業期間未定）

≪計画諸元等≫
・確率年 10年確率
・降雨強度 40mm/hr
・雨水管渠

開渠余裕率 8割水深
暗渠余裕率 9割水深

・放流先 旧十川

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

岩
木
川

鶴田町役場 陸奥鶴田駅
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「岩木川水系」

〇災害時における下水道機能確保のため施設の耐水化を実施

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

内水氾濫対策 施設の耐水化

位置図

岩木川支流である平川の最下流に位置する弘前市下水処理場の耐水化に向け、計画の策定及び対策工事を実施し、一定確率の降雨規模におけ

る想定浸水深に対しても下水道機能を確保する。

平面図 立面図（管理棟）

浸水深ＧＬ＋α ｍ

浸水深ＧＬ＋α ｍ

耐水化

耐水化

弘前市

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○湛水被害軽減のため排水機の稼働

青森県①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

内水氾濫対策 揚水機の稼働

位置図

農作物の湛水被害を防止するための排水機場のポンプを稼働することで、農村地域等の浸水拡大の抑制を図る。

排水機場の稼働

大雨等で湛水した受益地

日沼排水機場

農村地域等の浸水拡大の抑制

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○砂防関連施設の整備

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

青森県では、豪雨による崩壊や土石流の発生に対して地域の安全性の向上を図るため、砂防堰堤の整備、急傾斜地崩壊防止施設の整備、地すべり対
策を実施します。

蔵館沢

富田区域
虹貝新田区域

【蔵館沢 砂防堰堤整備】（Ｒ３完了）
保全対象：人家 63戸、東北自動車道 65m、国道7号 105m、町道700m、農地 0.45ha
実施内容：砂防堰堤 1基

富田区域地すべり全景

【富田区域 地すべり対策】
保全対象：人家 12戸、公民館（町会交流館）、

下水処理施設、県道360m、一級河川相馬川
実施内容：集水井工N=3基、抑止杭工N=102

本、横ボーリング工など

【虹貝新田区域 急傾斜地対策】
保全対象：人家 20戸、県道230m、その他町道170m
実施内容：補強土植生法枠工A=9,930m2、待受擁壁工L=210m

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

青森県
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○既存ダムの洪水調節機能強化（岩木川水系治水協定）

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策 河川管理者・ダム管理者

■１２ダム
浅瀬石川ダム、津軽ダム
遠部ダム、飯詰ダム、久吉ダム
早瀬野ダム、小田川ダム、浪岡ダム、二庄内ダム、
新小戸六ダム、相馬ダム、本郷ダム

令和元年１２月に定められた「既存ダムの洪水調節機能に向けた基本方針」を踏まえ、河川管理者と岩
木川水系にある１２ダムと令和２年５月２９日に「治水協定」を締結しました。

事前放流操作とは

〇事前放流操作は、計画規模を上回る洪水等が想定された
場合に、ダムの利水容量の一部を洪水の発生前に放流し、
洪水調節容量を一時的に増やす操作。

事前放流操作の効果イメージ

事前放流操作により予めダ
ム貯水位を下げ、一時的に
洪水調節容量を増量する

異常洪水時防災操作の回避
異常洪水時防災操作の遅延
による
最大放流量の抑制、ひいては下
流河川の洪水被害抑制を図る

洪水調節容量

洪水時最高水位

（常時満水位）

利水容量

事前放流

洪水時最高水位

常時満水位

ただし書き開始水位

事前放流操作なしの場合の最大放流量

事前放流操作実施の場合の最大放流量

事前放流操作

貯水位

水位の低下

事前放流操作実施
の場合の貯水位

事前放流操作なしの場合の貯水位

放流量の低減、異常洪水時防災操作の遅延⇒最大放流の抑制

異常洪水時防災操作の回避
洪水調節容量
を一時的に
増量して確保

一時的に
増量

放流量

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流水の貯留機
能の拡大

既存ダムにおけ
る事前放流等の
実施・体制の構
築

実施中

河川管理者
東北地方整備局 青森河川国道事務所
青森県県土整備部

ダム管理者
東北農政局 北奥羽土地改良調査管理事務所
東北地方整備局 岩木川ダム統合管理事務所
青森県農林水産部、青森県県土整備部
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○流域の雨水貯留機能の向上 －田んぼダム・ため池－

東北農政局
北奥羽土地改良調査管理事務所

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

・田んぼダム：水田の排水口への堰板の設置等による流出抑制によって下流域の湛水被害リスクを低減。

農業者が地域共同で取り組む「田んぼダム」の取組を農林水産省の多面的機能支払交付金により支援。

・た め 池 ：農業用ため池が有する洪水調節機能の活用。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○流域の雨水貯留機能の向上

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

ため池やクリーク（農業用水路）の利用

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯
留機能の向上

ため池やクリー
ク（農業用水路）
の利用

具体的な取組み内容

平川市

防災重点農業用ため池の決壊による災害から生命や財産を保護するため、耐性調査の完了したため池につい
て、改修の優先度が高いものから順に改修工事を実施する。

あしげ堤の改修
事業名 農村地域防災減災事業（ため池総合整備）
事業主体 青森県
概算事業費 350,000千円
負担割合：国55％、県34％、市11％ 38,500千円

事業スケジュール
令和3年度 調査設計
令和4年度 詳細設計
令和5～7年度 改修工事

工事内容
①堤体部（堤体を掘削・撤去し再度盛立）
②取水施設（取水施設を撤去し、再構築）
③舗装復旧工、護岸復旧工、柵復旧工、仮設工等 実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○ため池ハザードマップの作成とため池施設の整備

中泊町①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯留機能
の向上

ため池やクリーク（農
業用水路）の利用

位置図

現在１５箇所のため池を対象としたハザードマップを作成しており、今後も調査・作成を進め、対象地域住民の避難を促し、水害による被害の抑制を
図っていく。またため池個別施設計画の沿った管理を進め洪水予防を図る。

全９箇所のため池を調査済み

調査データを元にハザードマップを作成。

【新規調査データ】

【ため池ハザードマップ作成例】

ため池個別施設計画にそって、
今後も管理を進めていく

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討
等により変更となる場合がある。
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貯留施設形状

水位(標高) 水　深 貯留容量
ｍ ｍ ㎥

1 57.70 0.00 10 池底高

2 58.00 0.30 41

3 58.50 0.80 184

4 59.00 1.30 1,037

5 59.50 1.80 2,556

6 60.00 2.30 4,233 計画高水位(HWL)

No 備　考 凡　例

「岩木川水系」

○三岳川沿川での雨水貯留施設の整備

弘前市①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯留機能
の向上

雨水貯留施設の整
備

位置図

浸水被害が常襲化している普通河川三岳川の沿川へ雨水貯留施設を整備し、集中的な対策を行うことにより水資源の健全な循環と地域防災力の向上を
図る。

三岳川雨水貯留施設の整備

【全体計画平面図】

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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名　称 施工年度 事業費 集水面積 貯留面積 貯留容量 貯留水深 多目的利用

南中学校 S56～S58 99,495千円 2.8ha 12,222㎡ 2,085㎥ 0.166ｍ グランド

第五中学校 S61～S62 94,800千円 3.2ha 12,925㎡ 1,968㎥ 0.150ｍ グランド

「岩木川水系」

○校庭貯留施設の整備・活用した河川への流出量抑制

弘前市①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯留機能
の向上

校庭貯留施設の整
備

位置図

ゲリラ豪雨による浸水被害が近年多発する中、学校の校庭に雨水貯留浸透機能を持たせ、大雨時に学校敷地内や校庭に降った雨水を一時的に貯留
し、河川への流出量を抑制する。

弘前市立第五中学校

【弘前市立第五中学校】【弘前市立南中学校】

弘前市立南中学校

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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中泊町

金木川

五所川原市

「岩木川水系」

○森林整備による土砂災害発生の抑制

中泊町①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯留機能
の向上

森林整備

位置図

平成２９年に中泊町森林整備計画を作成しており、大規模から小規模所有者への適正な森林管理を推進している。今後も計画に沿った森林管理を進
めていき、町内での土砂災害発生の抑制を図る。令和３年度中に森林整備計画を全面的に改正予定。

森林計画制度に則り、平成２９年に中泊町でも
整備計画を作成している。森林の適正管理推
進の取組として、森林経営の規模拡大や、小
規模経営者同士の森林施業の共同化体制の
整備を図っている。

中泊町全体の森林整備計画

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○民有林(保安林)において、森林整備や治山施設の整備を実施

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

【地すべり防止工】【山腹工】

【渓間工】【植栽及び本数調整伐】

津軽森林計画区概況図

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

青森県

30

※令和４年度以降の津軽地域
森林計画に基づき修正

津軽地域森林計画
前半５カ年

（令和４年４月１日～令和９年３月３１日）

森林計画抜粋【治山事業の実施に関する方針】
　近年の大雨等による土砂流出や流木災害の激甚化等、災害の発生形態の変化を勘案しつつ、自然
災害から地域住民の生命・財産を守り、県土の保全を図るため、緊急かつ計画的な実施を必要とす
る荒廃地等を対象として、植栽及び本数調整伐等の森林整備や渓間工、山腹工、海岸防災林の整
備・保全などを行うこととします。
　また、流域治水における「氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策」として、浸透・保水機能
を維持・向上させるための森林整備に取り組むとともに、地域における避難体制の整備など減災に
向けた効果的な対策を講じるほか、コスト削減や豊かな環境づくりにも配慮するものとします。

【治山事業】
 森林整備（本数調整伐等）５箇所、山腹工（土留・法枠等・緑化等）２４箇所、渓間工（ダム・流
 路等）１９箇所、地すべり防止工（集水井等）３箇所



①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

○岩木川流域における国有林の森林整備・治山対策の推進

津軽森林計画区内の国有林は、津軽森林管理署（金木支署）が管理経営を行っており、森林の有する土砂流出防止機能や水源涵養機能等の適切な発
揮に向けて各種事業を行っています。（浪岡地区は青森森林管理署管内）

林野庁 津軽森林管理署

実施工程

区 分 取組項目

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯
留機能の向上

森林保全等の治
山対策による流
出抑制・流木対
策

津軽森林計画区内の国有林は、津軽森林管理署（金木支署）が管理経営を行っており、森林の有する土砂流出防止機能や水源涵養機能等の適切な発
揮に向けて各種事業を行っています。（浪岡地区は青森森林管理署管内）

岩木川

具体的な取組み内容

国有林野施業実施計画

事業区分
津軽森林計画区

（R4年度～R8年度）

治 山

渓間工 109箇所
山腹工 20箇所
防潮工 2箇所
地すべり防止 2箇所
森林造成 1箇所

森林整備

間伐 14,753ｈａ
更新（造林） 1,939ｈａ
保育（下刈） 2,571ｈａ

（除伐） 501ｈａ
林道（開設） 26,287ｍ

位置図

【治山：渓間工（治山ダム）】

【治山：山腹工】

【森林整備：間伐】 【森林整備：林道（開設）】

◉ 津軽森林管理署

◉ 津軽森林管理署
金木支署

◉
青森森林管理署

浪岡地区

国有林

実施中
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○水源林造成事業による森林の整備・保全

（国研）森林研究・整備機構
森林整備センター

①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯留機能
の向上

森林保全等の治山対策に
よる流出抑制・流木対策

位置図

岩木川流域内の水源林造成事業地において除間伐等の適切な森林整備を実施することにより、土砂流出防止や水源涵養機能
等森林の有する公益的機能の維持増進を図ります。

・水源林造成事業は、奥地水源地域の民有保安林のうち、所有者の自助努力等によって
は適正な整備が見込めない箇所において、針広混交林等の森林を整備することにより、森
林の有する公益的機能の高度発揮を図る事業です。

・水源林造成事業地において除間伐等の森林整備を計画的に実施することで、樹木の成
長や下層植生の繁茂を促し、森林土壌等の保水力の強化や土砂流出量の抑制を図り、流
域治水を強化促進します。
・岩木川流域における水源林造成事業地は、約100箇所（森林面積 約3,200ha）であり、流

域治水に資する除間伐等の森林整備を計画的に実施していきます。（令和４年度において
は、約200haの森林整備を予定。）

間伐実施前 間伐実施後

森林整備実施イメージ

針交混交林 育成複層林

水源林の整備

岩木川流域

水源林造成事業地

岩木川

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○民間企業等による水防機材購入・雨水貯留槽設置への支援

弘前市①氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

流域の雨水貯留機能
の向上

民間企業等による水
防機材購入支援

位置図

水害常襲地の防災・減災対策として、中長期的に、国の交付金を活用した地域の自主防災関係者などによる止水板や水中ポンプ等の水防機材購入への助
成制度や、市街地での雨水流出抑制を図るために事業所や家庭用の雨水貯留槽設置者に対する補助金を交付する制度についても検討。

水害常襲地の防災・減災対策で、水防機材および雨水
貯留槽設置の支援などを検討予定。

■近年の気候変動が原因と思われる大雨の発生率は30年前の約１．４倍に増加。
■宅地開発により流域内の水田等が消滅し、保水機能が大きく低下している。
■舗装化の進展により雨水流出量が増加したほか、到達時間も短くなっている。

■道路排水を含めた面的整備には多額のコストと長い事業期間が必要となる。
■沿線は住宅街となっているため大規模な河川整備は「まち」を大きく変えることとなる。

市街地を流れる中小河川の現状と課題

【図3.市街地流域治水対策イメージ】【図1.】近年の弘前市の浸水発生箇所

即効性のある取り組み強化

【写真4.自助による止水板】 【図4.共助による雨水貯留】

【写真1～3.】令和2年9月4日浸水被害
状況

弘前駅
弘前市役所

ソフト事業への交付金による財政的支援

弘前大病院

弘前公園

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の
調査・検討等により変更となる場合が
ある。
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岩木川水系流域治水プロジェクト

②被害対象を減少させるための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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②被害対象を減少させるための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリ
アにおける土地利
用・住まい方の工夫

弘前市都市計画マ
スタープラン

○弘前市都市計画マスタープラン

・目指すべき都市の姿と、その実現に向けた取組の方向性を示し、今後の新しい都市づくりの指針となる「弘前市都市計画マスタープラン」を平成２７年
３月に策定している。また、都市全体の暮らしを楽しむための方針の１つに、「自然と折り合いながら四季の生活を楽しめるようにする」を掲げている。

・浸水常襲地区への重点的対応
・地震時等にも供給可能なエネルギー供給システムの構築
・岩木山の噴火時に適切に対応できる体制づくり
・既存公園等の防災機能の充実（防災倉庫、防火水槽の設置等）
・公園等の一時避難場所としての活用
・建物の耐震化の推進
・防災や防犯を意識した街並みのルールづくり
・まちなかにおける電線地中化による消防活動環境の充実
・地域防災力の強化
・地域一体となった防犯のまちづくりの推進

具体的な取組み内容都市全体の暮らしを楽しむための方針

実施中

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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②被害対象を減少させるための対策

○弘前市立地適正化計画

・将来における人口減少や少子高齢化を見据え、都市計画マスタープランの高度化版として「弘前市立地適正化計画」を平成２９年３月に策定している。
また、災害の危険性が高いエリアを除いた市街化区域内において、人口密度を維持し、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう居住を
誘導すべき区域を居住誘導区域を設定している。

居住誘導区域災害の危険性が高いエリア

①移住定住の促進

②雇用の維持・創出

③空き地・空き家の流動化と住み替えの推進

④公共交通の利便性やサービスの向上

⑤住みやすさの維持・充実の支援

⑥冬でも快適な居住環境の形成

⑦まちなか居住の受け皿づくり

居住誘導区域における居住を維持・誘導するための施策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリ
アにおける土地利
用・住まい方の工夫

弘前市立地適正化
計画 実施中

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」

〇浸水リスクを考慮した立地適正化計画の作成

青森市②被害対象を減少させるための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリア
における土地利用・住
まい方の工夫

青森市立地適正化
計画

位置図

平成30年3月策定の「青森市立地適正化計画」では、居住誘導区域に含めない区域として浸水深1ｍ以上の洪水浸水想定区域を設定しているところ。

浪岡都市計画区域

青森市立地適正化計画
居住誘導区域の設定が適切ではない区域 【居住誘導区域】（浪岡地区）

居住誘導区域 居住誘導区域の設定が適切ではない区域

一般市街地 工業地域・準工業地域（土地利用に応じて区域設定）

○概ね5年ごとに社会経済情勢の変化や関連計画との整合等を踏まえて、
計画の見直しを検討する。

○都市再生特別措置法の一部改正に伴い、居住誘導区域内で行う防災対策・
安全確保策を定める「防災指針」を作成することが必要。

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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「岩木川水系」

○排水ポンプ車輌、非常用電源を整備

五所川原市②被害対象を減少させるための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

浸水範囲の限定・氾濫
水の制御

排水ポンプ車（非常
用電源）購入

位置図

近年、激甚化する傾向にある水害へ備え、排水ポンプを積載した車両や排水ポンプ用の非常用電源を整備し、また市職員、消防団による実働訓練等
で使用する等、定期的に運用を行っている。

平時は五所川原市防災倉庫へ
格納（車両、電源共）

〇平成２３年度に排水ポンプ積載
車両、非常用電源を整備

○市総合防災訓練に併せて市職
員、地元消防団員参加の排水訓
練を実施（図は令和元年１０月６日
実施の排水訓練の様子）

実施済

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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水害常襲地区の実態を調査・把握し、日常のパトロール強化やソフト事業とハード事業を組み合わせた対策を進め、市街地での浸水被害常襲地区の解消
や被害の低減を図る。

○水害常襲地の日常パトロール強化、適正な施設の維持管理

②被害対象を減少させるための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

浸水範囲の限
定・氾濫水の制
御

浸水被害の防止

具体的な取組み内容

弘前市

■現地調査結果、資料収集結果、治水安全度推定結果等を基に、

各被害調査箇所の個別カルテを作成。

【ハード面での対策】

【ソフト面での対策】

浸水常襲箇所や消防屯所
への水防資材の配備

未整備地区の整備および
断面改修工事の実施

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○道路高台等への避難場所の整備・確保

青森河川国道事務所・大鰐町②被害対象を減少させるための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリアにおける
土地利用・住まい方の工夫

道路高台等への避難場
所の整備・確保

位置図

・洪水の浸水想定より高い道路区間を抽出し、洪水時の緊急避難場所として活用していくために、避難施設等の整備に向けて自治体と調整を開始。
・岩木川流域では、大鰐町に位置する国道７号において、住民の避難経路となる避難階段を国道沿いに整備済。

避難階段整備

実施済
40

避難階段整備

平川

避難階段整備

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

構造概要図



○民間企業による事業継続（ＢＣＰ）対策強化の実施

・弘前航空電子（株）は、事業継続（BCP）対策強化の一環として、大規模水害に備えた止水壁の設置を中心とする浸水対策工事を実施。

・工場内への浸水を防ぎ、災害後の迅速な事業再開と生産用部材等の流出防止を図る。

位置図 具体的な取組み内容

施策の実施工程

（現状）
近年、各地で頻発する大規模水害に備えて、航空
電子グループ全体のBCP対策を見直し、強化を進
めるために各生産拠点における被災リスクの再評
価を実施。

○弘前市における過去の水害事例を調査すると共に、
国土交通省作成のハザードマップを踏まえ検討し
た結果、主力生産拠点である弘前航空電子㈱の浸
水対策を決定。

○ 総延長約1,200ｍ、高さ3ｍの止水壁、及び止水門
4箇所等を設置することで、想定される最大規模の
水害時においても、工場内への浸水を防ぎ、災害
後の迅速な事業再開と生産用部材等の流出防止
を図る。また、壁の圧迫感を和らげる対策として、
市内の小中学生の絵画作品をパネル化し掲示した。

民間企業②被害対象を減少させるための対策

区 分 対 策
工程

短期 中期 中長期

被害の軽減、早期復
旧・復興のための対
策

民間企業による事
業継続（ＢＣＰ）対
策強化の実施

民間企業における事業継続（ＢＣＰ）対策強化の実施

※令和2年9月完成

「岩木川水系」

■浸水対策概要
【止水壁】 総延長 約1,200m×高さ3m
【止水門】 幅10m×高さ3m：2門

幅 8m×高さ3m：2門

止水壁（L=約1,200m）設置

提供：日本航空電子工業株式会社

提供：日本航空電子工業株式会社

実施済
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岩木川水系流域治水プロジェクト

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化

緊急速報メール
Lアラート
コミュニティFM

○緊急速報メール・Lアラート・コミュニティFM

・各河川管理者から提供される洪水情報について、緊急速報メールやLアラートを活用して市民へ情報提供するほか、弘前市ではコミュニティFMを運営し
ているアップルウエーブ株式会社と「災害時における放送に関する協定」を締結し、市から提供した災害情報を放送可能。

具体的な取組み内容

実施中

ａu・softbank・楽天モバイル

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○メディアと連携による洪水情報の提供

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

県の総合防災情報システムの活用により、システムを介してメディアへの情報提供が行われ、メディアはこの情報を基にテレビやラジオ等で自治体の
被害状況や警報発令状況を発信する体制が構築されているため、今後も継続していく。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

メディアと連携に
よる洪水情報の
提供

具体的な取組み内容

中泊町

【青森県総合防災情報システム】

●各種警報が発令された場合、自治体で対応した履歴を打ち込んでいく。
・本部設置 ・避難警報種別と発表地区
・避難所開設施設と避難者人数 ・被害の発生場所と対応履歴

●入力された情報は各メディアで閲覧することができ、その情報をもってテ
レビやラジオで発信することとなる。

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。 44



中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」

〇避難場所や経路に関する情報の周知

青森市③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知

位置図

洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置する要配慮者利用施設に対して、避難確保計画を策定するよう呼び掛けていく。

該当する要配慮者利用施設へ避難確保計画作成・提出依頼文書を送付

浪岡川

十川

青森市（浪岡地区）

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

○要配慮者利用施設の避難確保計画の作成促進・相談など

・浸水が想定される地域における社会福祉施設、学校、医療施設等の要配慮者利用施設では、洪水時等における円滑かつ迅速な避難の確保を図るた
め、水害に備えた対応が必要となります。当市では、要配慮者利用施設の避難確保計画の作成促進・相談を実施しています。

具体的な取組み内容

・避難確保計画の作成の有無について照会
・避難確保計画に基づく防災訓練の実施についての照会
・避難確保計画の作成方法についての助言など

「岩木川水系」位置図

要配慮者利用施設２３５

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 要配慮者利用施設
の避難確保計画

実施中

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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「岩木川水系」

〇浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設の避難確保計画策定の促進

五所川原市

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知

位置図

国土交通省が平成２９年度に立ち上げた「講習会プロジェクト」の対象となり、市内の浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設へ、座学方式と
ワークショップ方式を用いた講習会を平成３０年９月に実施し、その後も継続してフォローアップを行っている。

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

主に五所川原地区が対象
（市街地の大半が浸水想定区域内）

〇平成３０年度に講習会を実施
計画策定済３５施設→１１０施設
（１２２施設中、令和２年１０月時点）
※図は提出された避難確保計画の例

〇新規設立の施設や未策定の施設
に対し、定期的にフォローアップを実
施している。

〇近隣市町で連携した総合防災訓練
の実施に向けて検討を進めている。

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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○避難場所や経路に関する情報の周知

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

避難確保計画未作成施設に対する、計画作成の支援を実施。

具体的な取組み内容

平川市

・令和元年度に岩木川水系平川の浸水最大想定が見直されたことに
より、当市では新たに８施設が浸水想定区域内にある要配慮者利用
施設とされた。

・これらの施設については、避難確保計画の策定が必要であること
から、作成について周知を図るとともに、計画作成について支援を行
う。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

「岩木川水系」

平川市

位置図

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知 実施中
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中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」

○近隣市町村との避難体制（広域避難）についての検討会等を実施予定

板柳町③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知

位置図

想定最大規模による浸水想定区域図によると、板柳町においては全域が浸水となっており、広域避難について検討を進めていく。

板柳町役場

・想定最大規模による浸水想定
区域図を元に令和２年度作成し
たハザードマップの毎戸配布を実
施した。

全域が浸水することから、当町
の避難場所のみでは対応困難が
見込まれるため、近隣市町村へ
の広域避難について検討を進め
ていく。

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○広域避難体制の構築

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

近隣市町村への広域避難について検討を進める

具体的な取組み内容

鶴田町

・町の大部分が浸水するため、近隣市町村への広域避難につい
て検討を進めていく。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

「岩木川水系」

鶴田町

位置図

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知 実施予定 50



「岩木川水系」

○岩木川の洪水を対象とした要配慮者施設の避難確保計画作成の推進

中泊町③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

被避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知

位置図

岩木川の洪水を対象とした要配慮者施設における避難確保計画の作成率が低いため、手引きや様式の周知・活用を促し、対象施設利用者の避難や
安全確保を図っていく。

岩木川の洪水が対象となる施設の避難確
保計画作成率向上を図る

避難確保計画の作成義務について周知するとともに、町内施設の作成例や国の作成
手引き・様式を活用し、作成の推進を図っていく。

【町内対象施設の作成例】

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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リレーションシップ ID rId5 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。

〇要配慮者の安全確保

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以

降）

避難体制等の強化
避難場所や経路に関
する情報の周知

具体的な取組み内容

田舎館村

〇浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設へ避
難確保計画の策定を促進。

浸水想定区域内の要配慮者利用施設
・社会福祉施設 ６施設
・学校 １校
・医療施設 １施設

要配慮者利用施設の安全性の確保、要配慮者の支援体制の整備

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

田舎館村

位置図
「岩木川水系」



○避難場所や経路についての市町村からの問合せ等に対する助言等

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 青森県

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 避難場所や経路に関
する情報の周知

位置図

【広域避難の必要性に係る検討への助言等】流域の市町村に対し実施

市町村域を越える広域避難の必要性について助言等を行い、広域避難が必要な場合、避難側と受入側の市町村の調整等を実施。

岩木川

避難の方向案

～検討の流れ（案）～

• 広域避難の対象となる区域の抽出（域内
避難と域外避難の検討）

• 広域避難の対象となる世帯（人数）の把握

• 市町村域を越える避難が必要か判断

• 避難先の選定、受入側市町村との調整

域内避難：浸水区域内での立退き避難及び屋
内安全確保
域外避難：浸水区域外への立退き避難

※岩木川周辺の河川においても洪水が発生
する可能性について考慮が必要

旧十川

平川腰巻川

金木川

十川

実施中

※具体的な内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」

〇住民の防災意識向上のための取り組み

青森市③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 住民の防災意識向
上のための取り組み

位置図

自主防災組織等からの依頼による防災講話や、県との連携による研修会等の機会を活用し、住民意識の向上を図る。

県との連携による自主防災組織等
を対象とした研修会

自主防災組織等からの依頼による
防災講話・防災訓練の支援

浪岡川

十川

青森市（浪岡地区）

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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○線状降水帯に関する情報提供

青森地方気象台③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

・線状降水帯の予測精度向上の取組を順次進める。
・線状降水帯による集中豪雨に対する情報を段階的に提供。

具体的な取組み内容
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○「あなたの町の予報官」による地域防災支援業務を強化

青森地方気象台③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

・地域毎の災害特性を踏まえた人材配置による「担当チーム」を編成。
・各市町村固有の課題への対応を含め市町村に寄り添い、担当者同士の緊密な連携関係を構築。

56

具体的な取組み内容

震度５弱の地震発生時や台風接近時
などには、気象解説等のため積極的
にＪＥＴＴを派遣 しています。

【青森県災害情報連絡員会議】

積極的にＪＥＴＴを派遣

今後も、市町村に出向き実施を呼び掛ける。

• 防災対応能力の向上を図ること
を目的に気象防災ワークショッ
プの開催を県及び市町村に呼
び掛けている。

• 5段階の警戒レベルと防災気象

情報の関係など、最新の情報を
踏まえたワークショップで実施。

気象防災ワークショップの推進

【市町村・消防本部 危機管理（防災・消防）担当課長会議】

• 市町村等との「顔の見える関係」構築
• 災害リスクや情報利活用の研修・演習
• 防災計画や避難勧告マニュアル等への助言
• 関係機関等との連携した取組

平時

• 記者会見による呼びかけ
• ホットラインによる首長への助言
• ＪＥＴＴ（気象庁防災対応支援チーム）の派遣

緊急時

• 自治体等と共同で
「振り返り」を実施

災害後

「振り返り」の実施
【市町村担当者と振り返り】

災害や避難勧告発令等の対応を市町
村と振り返り、検証、改善することで
地域の気象防災力の強化を図る。
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③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
防災教育
出前講座

○小中学校への防災教育・マイ・タイムラインを活用した出前講座など

・地域防災力向上のキーワードを「人づくり」と捉え、市民・行政・関係機関の協働・連携の下、市民一人ひとりへの知識付与を図るとともに、地域の防災
対策等を主導すべき地域リーダーの育成体制の構築を図る。また、小中学校において「防災教育」を実施し、次世代に繋がるように防災意識等の継続
的な浸透を図っていく。

具体的な取組み内容

実施中

・小中学校への「防災教育」
・マイ・タイムラインを活用した出前講座など

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等に
より変更となる場合がある。
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○住民の防災意識向上のための取り組み

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

住民の防災意識
向上のための取
り組み

具体的な取組み内容

黒石市

市内自主防災組織や各団体等に対して出前講座を実施

防災意識を啓発するため市内自主防災組織や各団体
等に対して出前講座を実施。
3つのメニューを用意し、市民からのニーズに合った内
容を実施。

【実績】 （過去5年間）
平成29年度 5件
平成30年度 3件
平成31（令和元）年度 8件
令和2年度 6件
令和3年度 2件（令和3年12月現在）

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

〇自主防災組織等を対象とした防災講話の実施

五所川原市

具体的な取組み内容

実施工程

区 分 取組項目

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 住民の防災意識向
上のための取り組み

位置図

町内会、自主防災組織等からの依頼に応じて防災講話等を実施し、ハザードマップや防災備蓄、避難行動等、防災に関する知識の普及や、防災意識
の向上を図っている。

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

町内会、自主防災組織等から
の依頼に応じ、県や気象台等の
関係機関の協力のもと、防災講
話・研修を実施している。

市内全域で実施している。

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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「岩木川水系」

○出前講座の実施

つがる市③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
住民の防災意識向

上のための取り組み

位置図

・住民の防災意識向上のため、出前講座を実施する。

理解や関心を深めるため、市民の関心が高い事項を中心に、
要望に応じて市職員等が地域の会場へ直接出向き、テーマ
について分かりやすく説明する。

【テーマ】災害と市の防災対策について

つがる市

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

60



○住民の防災意識向上のための取り組み

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

広報誌で啓発活動を実施。また、地区の防災訓練等で普及啓発を実施。

具体的な取組み内容

平川市

・広報誌等で定期的に防災の特集ページを掲載し、市民の
防災意識の向上を図っている。

・また、地区単位の防災訓練や市全体での防災訓練を適宜
実施し、市民の防災に対する啓発を実施している。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

「岩木川水系」

平川市

位置図

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
住民の防災意識向

上のための取り組み 実施中
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中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」

○町民の防災意識向上のための講習会等開催に向けて検討を進める。

板柳町③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 住民の防災意識向
上のための取り組み

位置図

令和２年度に作成した洪水ハザードマップを活用し、町民の防災意識向上を図る。

板柳町役場

・想定最大規模による浸水想定区域
図を元に令和２年度作成したハザー
ドマップの毎戸配布を実施した。

実施済

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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令和３年１１月に県の協力を得て、町民の
更なる防災意識向上のため、自主防災組
織を対象に防災体験研修会を開催した。



○住民の防災意識向上のための取り組み

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

避難勧告等に関する情報を広報誌に掲載、避難確保計画を作成するよう各施設に呼びかけ

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

住民の防災意識
向上のための取
り組み

具体的な取組み内容

鶴田町

「広報つるた」令和３年６月号掲載
・避難指示等に関する情報

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○住民の防災意識の向上と子どもの防災教育

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

町内会や学校で防災に関する説明会の実施や、県の事業を活用した研修会を開催することで、地域住民の防災意識の向上と自助・共助の重要性を
理解してもらい、地域コミュニティの活性化を目指し、犠牲者の抑制につなげていく。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

住民の防災意識
向上のための取
り組み

具体的な取組み内容

中泊町

平成３０年
県の出前トークを活用した地域研修会

令和２年 中里小学校防災学習
令和２年 県事業活用
自主防災体験研修会

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

〇住民の防災意識向上のための取組を実施

大鰐町③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 住民の防災意識向
上のための取り組み

位置図

令和元年１０月に青森県が公表した岩木川水系平川が氾濫した場合の洪水浸水想定区域と、当町における土砂災害特別警戒区域・土砂災害警戒
区域、町が指定している避難所等の情報を示したマップを令和２年９～１０月に作成・町民への配布を実施。

岩木川水系平川上流

防災マップの配
布により、町民
の防災意識向
上を図っている。

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○住民の防災意識向上のため防災全般に関する出前講座を実施

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 住民の防災意識向
上のための取組

位置図

市町村等の要望に応じて防災全般に関する出前講座を実施し、あおもりおまもり手帳の内容を中心に説明することで、防災に関する知識の普及を行う。

【あおもりおまもり手帳及び出前講座の資料】 【出前講座の開催状況】流域の町内会や企業、学校などで実施

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

青森県
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○洪水浸水想定区域における自主防災組織の設立・活動促進

実災害で被害が想定される区域において、自主防災組織の設立や活動促進を重点的に働きかけることで、逃げ遅れ等による人的被害の軽減を目指
す。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

住民の防災意識
向上のための取
組

具体的な取組み内容

青森県

•洪水浸水想定区域内で自主防災組織が未設立の地域において、早期設立を促進するため、住民向けの啓発・支援を実施。
•自主防災組織設立に係る制度面・メリットの周知、マイ・タイムラインの活用による防災情報の収集・避難行動の啓発

○自主防災組織設立状況（空白部分が未設立地域）

○災害リスクエリアマップ（国土交通省）

・上記の災害リスクエリアに該当する地域で
あっても、自主防災組織が設立されていない
（岩木川流域など）

⇒該当地域において風水害に備えた防災行動
を啓発することで、逃げ遅れ等による人的被
害の軽減を目指す

○R3以降の自主防災体験研修会（住民向け研修会）のイメージ
①自主防災組織の必要性に関する講演

②地域に起こり得る災害を知る
（地図を使った演習）

③避難のタイミング等を考える（マイ・タイムラインの活用）

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施予定

※具体的な内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

〇小・中学生等を対象に洪水時のダムの役割・効果などの防災教育を実施

岩木川ダム統合管理事務所③被害の軽減、早期復旧･復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
住民の防災意識向上
のための取り組み
防災教育

位置図

防災教育の一環として流域市町村の小学校から社会科見学等の機会を利用してダムの役割や効果、必要性を説明しています。

岩木川ダム統合管理事務所
（津軽ダム）

R3年6月10日津軽ダム

R2年10月6日浅瀬石川ダム

浅瀬石川ダム管理支所

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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R3年10月1日浅瀬石川ダム



③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

○弘前市水防計画の見直し

・「弘前市水防計画」は、水防法第32条の規定に基づき、市内における水防事務の調整及びその円滑な実施のために必要な事項を規定し、洪水に際し、
水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もって公共の安全を保持することを目的としております。

具体的な取組み内容（掲載内容）

・平成20年2月 「弘前市水防計画」策定

（掲載内容）
・水防組織と水防体制
・気象情報および水防情報等の連絡
・水防施設
・雨量・水位の観測および通報要領
・重要水防箇所および水防活動
・ため池に係る水防箇所および水防活動
・避難
・水防訓練
・水防活動実施報告

・令和４年 「弘前市水防計画」修正予定
（弘前市地域防災計画と一体化）

中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」位置図

弘前市水防計画

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水防体制等の強化 弘前市水防計画
実施予定

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等に
より変更となる場合がある。
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○災害時の応援協定と水防団の情報伝達体制の強化

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

水防団活動を行う上で、河川の状況を周知する必要があり、一斉に情報を伝達する手段としてＬＩＮＥを活用している。また、各分団が分団内で情報共
有できるよう団無線を活用し、状況により伝達手段を使い分けている。また災害対応で自治体のみでは対応が難しい状況となることから、地元企業の種
別として建設業が多いため、中泊町建設業協会と協定を締結し、一括で水防活動の応援を受けられる体制となっている。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

効果的な水防活
動の実施及び水
防体制の強化

具体的な取組み内容

中泊町

【各分団の代表者とのＬＩＮＥグループ】 【町建設業協会と協定書締結】【各分団へ配布の団無線】

各分団内で巡

回や現場の情

報を共有するた

めに使用する。

行政から巡回や現場対応が必要な情

報を各分団へ一斉連絡

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○ホットラインの構築、洪水浸水想定区域の公表、出前講座の実施

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 青森県

【ホットラインの構築】 【洪水浸水想定区域の公表】
・十川外７河川において、

想定最大規模降雨による浸水想定区域図を公表
・河川管理者(県)から市町村長へ直接、河川水位の状況等を
的確かつ確実に提供する体制を構築(H28.12構築,H29～運用)

洪水予報河川
・

水位周知河川
河川名 観測所名 市町村

水防団待機水位 氾濫注意水位 避難判断水位 氾濫危険水位

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

洪水予報河川

平川
（上流）

豊平橋
弘前市
平川市

田舎館村
19.10 20.60 21.90 22.80

石川
弘前市
平川市

46.40 47.20 48.50 49.00
大鰐 大鰐町 2.80 3.30 4.50 5.10

十川 五林平
青森市
藤崎町

五所川原市
11.00 11.30 12.80 13.16

水位周知河川

十川 下十川
青森市
黒石市
板柳町

2.08 2.38 2.90 3.40

浪岡川 浪岡
青森市
藤崎町
板柳町

1.80 2.10 2.20 2.50

後長根川 独狐 弘前市 2.00 2.30 2.90 3.60
腰巻川 腰巻 弘前市 1.70 2.00 2.50 3.00
金木川 金木 五所川原市 5.20 5.50 5.80 6.80

松野木川 漆川 五所川原市 5.90 6.20 6.60 7.10
旧十川 川山 五所川原市 5.30 5.60 6.90 7.38

＜岩木川水系の洪水予報・水位到達情報の発表基準水位＞

※避難判断水位（レベル３）に達した時点で、

東青・中南・西北地域整備部長 → 各首長 へホットラインを実施

河川名 公表年月日 対象市町村

十川 平成31年1月23日
青森市、五所川原市、黒石市、板柳町、鶴田町、
藤崎町、田舎館村

浪岡川 平成31年1月23日
青森市、五所川原市、黒石市、板柳町、鶴田町、
藤崎町、田舎館村

平川（上流） 令和元年10月25日 弘前市、平川市、藤崎町、大鰐町、田舎館村

腰巻川 令和元年10月25日 弘前市

後長根川 令和元年10月25日 弘前市

旧十川 令和元年10月25日 五所川原市、つがる市、中泊町

松野木川 令和元年10月25日 五所川原市

金木川 令和元年10月25日 五所川原市

○ホットライン実績
平成29年 7月豪雨：五所川原市長（金木川(金木)で避難判断水位超過）
平成30年10月台風：五所川原市長（松野木川(漆川)で避難判断水位超過）
令和 2年 7月豪雨：五所川原市長（松野木川(漆川)で避難判断水位超過）

【川の防災安全教室、出前講座の実施】

・水害や土砂災害に関する知識の習得と防災意識の向上を図る
ため、川の防災安全教室や出前講座を実施

出前トーク実施状況（R2.11.26_中泊町ボランティア団体）

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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○水防活動拠点の整備

・堤防の決壊や越水等の大規模災害の防止や被害を軽減するため、水防拠点を整備し、危機管理体制の強化を図る

位置図 具体的な取組み内容

施策の実施工程

・堤防の決壊や越水等の大規模災害の防止や
被害を軽減するための備えとして、水防機
材や災害対策車等を配備しておくことが必
要です。

・また、地域と一体となった防災活動を進め
るためには、県や市町村等と連携し、河川
情報の発信や水防活動、避難活動等の拠点
整備が重要です。

・岩木川においては、弘前地区や五所川原地
区に河川防災ステーションを整備していま
すが、今後も水防拠点を整備することによ
り、危機管理体制の強化を図ります。

・河川防災ステーションは、大規模な洪水・
災害が発生した場合に、河川管理施設や公
共土木施設等の迅速かつ効率的な水防活動
や応急復旧、支援等の拠点として、岩木川
流域のみならず青森県内及び隣県において
も活用します。

青森河川国道事務所③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

取組項目 対策内容

工程

短期 中期 中長期

避難体制等の強化 水防活動拠点の
整備

水防活動拠点の整備

「岩木川水系」

■水防活動拠点設置予定箇所
・岩木川下流地区
・岩木川中流地区
・平川地区 弘前地区河川防災ステーション

○河川防災ＳＴ設置済箇所

・五所川原地区：1箇所
・弘前地区：1箇所

※位置については今後の検討を経て決定するもので最終的なものではありません ※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

実施予定
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

○危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの設置

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

＜危機管理型水位計設置河川＞

・住民避難や水防活動に資する基盤整備として、
危機管理型水位計を２２河川２２箇所に設置

危機管理型水位計

【危機管理型水位計】

設置市町村 設置河川（県管理）

五所川原市
相内川、山王川、桂川、天神川、
十川、前田野目川

弘前市
前萢川、土淵川、寺沢川、腰巻
川、蔵助沢川

青森市
大釈迦川、赤川、正平津川、本
郷川

平川市 六羽川、枇杷田川、浅井川

中泊町 尾別川、宮野沢川

大鰐町 折紙川、島田川

防災情報の取得方法

［青森県河川砂防情報提供システム］

［川の水位情報］

http://www.kasensabo.bousai.pref.aomori.jp/smart/

https://k.river.go.jp/

＜川の水位情報ＨＰ＞

岩木川

平川

：危機管理型水位計

：簡易型河川監視用カメラ

【簡易型河川監視用カメラ】

・住民避難や水防活動に資する基盤整備として、
簡易型河川監視用カメラを２０河川２１箇所に設置

平常時映像リアルタイム映像

青森県
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

○防災行政無線の改良

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

青森市、弘前市、五所川原市、平川市、中泊町、大鰐町では、防災行政無線の改良を進めている。

青森市

防災行政無線の確実な保守の実施
（R元年度デジタル化）

防災訓練等での活用による
操作の習熟

弘前市

デジタル防災行政無線と連動するアプリを整備し、
スマートフォンなどにダウンロードすることにより、当
市からの防災行政無線による情報をリアルタイムに
音声により確認することが可能となる。また、各端末
に文書メッセージも送信することができる。本アプリ
は誰でも（市外でも）無料で利用できる（通信量は利
用者負担）

五所川原市
設置地区 現状 更新後

金木地区 アナログ
デジタル
（ＭＣＡシステム）市浦地区沿岸 デジタル（MCAシステム）

市浦地区内陸 アナログ

更新後は、デジタル方式
に統一され、本庁，金木
支所、市浦支所から各
地区へ放送可能となり
情報伝達が効率的に

平川市
平成２７年に防災行政無線をデジタル化。
放送内容についてはメール、ツイッターと連動。
令和２年度からは放送内容についてLINEでの周知を開始している。
令和２年度には防災行政無線の大規模更新を実施している。

中泊町

大鰐町

・電話応答サービス 放送内容の再確認が可能となった。

・連絡通話装置 災害等で通信が途絶した際に、屋外拡声子局と役場間で無線通話が可能となった。

・屋外拡声子局（屋外のスピーカー設備） 音質の向上等により、聞こえやすくなった。

・無停電電源装置 停電時においても、3日程度放送が可能となった。

流域市町村
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現在の防災行政無線（同報系）を新スプリアス規格に適合させる必要が有る。
コストの面から、現行設備を使用した防災行政無線を整備する方針。
戸別受信機を町内全戸に設置済であるが、維持管理コストの財政的負担が大きい。
町外に居ても聞き逃しても確認できるよう、防災行政無線と連動するアプリの導入を検討。
再送信子局電源バッテリーを強化し、停電時でも問題なく運用が可能な体制を整備。



中泊町

金木川

十川

幹線整備

つがる市

五所川原市

板柳町

鶴田町

弘前市

青森県

五所川原市

藤崎町

青森市

旧
十
川

飯詰
川

浪岡川

鶴田町

十川

西目屋村

板柳町

弘前市

藤崎町

←浅瀬石川

←平川

平川市

田舎館村

腰巻川→

大和沢川→

←引座川

黒石市

平川→

大鰐町

鯵ヶ沢町

青森市

浪岡川

←島田川

「岩木川水系」

〇防災行政無線の改良

青森市③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 防災行政無線の改
良

位置図

デジタル化した移動系防災行政無線の確実な保守の実施及び、防災訓練等で活用により操作の習熟を図る。

防災行政無線の確実な保守の実施
（R元年度デジタル化）

防災訓練等での活用による
操作の習熟

浪岡川

十川

青森市（浪岡地区）

実施済

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。
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③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
弘前市防災行政無
線アプリ

○弘前市防災行政無線アプリ整備

・デジタル防災行政無線と連動するアプリを整備し、スマートフォンなどにダウンロードすることにより、当市からの防災行政無線による情報をリアルタイ
ムに音声により確認することが可能となる。また、各端末に文書メッセージも送信することができる。本アプリは誰でも（市外でも）無料で利用できる（通信
量は利用者負担）

具体的な取組み内容

実施中

文書
メッセージ

弘前市防災行政無線親局

防災行政無線
放送音声 住民所有のスマホ

再放送装置

タブレット

戸別受信機

緊急放送
マナーモード時にも
放送が流れます

弘前市

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等に
より変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○防災行政無線のデジタル化、運用の一体化を実施

五所川原市

・各地区へ、各支所から各地区へ放送しなければならなかった

・ デジタル方式に統一され、本庁，金木支所、市浦支所どこからでも金木
地区、市浦地区へ放送することが可能となり効率的になった。

※運用開始 令和３年１０月１日

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 防災行政無線の改
良

位置図

市浦地区、金木地区の無線は、設置年によりアナログ無線、デジタル無線がそれぞれ配備されていたことから、アナログ無線の更新時期を迎えるにあ
たり、デジタル方式に統一した。これまで異なっていた運用も一体化され、効率的に情報を提供する体制が構築された。

防災行政無線更新地区

設置地区 現状 更新後

金木地区 アナログ
デジタル
（ＭＣＡシステム）市浦地区沿岸 デジタル（MCAシステム）

市浦地区内陸 アナログ

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
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○防災行政無線の改良

防災行政無線の改良、放送内容のさらなる周知

具体的な取組み内容

平川市

・平成２７年に防災行政無線をデジタル化。
・放送内容についてはメール、ツイッターと連動。
・令和２年度からは放送内容についてLINEでの周知を開始し
ている。
・令和２年度には防災行政無線の大規模更新を実施している。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

「岩木川水系」

平川市

位置図

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 防災行政無線の改
良

実施中
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○防災行政用無線機の更新

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

既存の防災無線の機器が規格変更等により更新時期となっている。更新にあたり、コスト面や運用する上で確実な情報伝達を行うため、完全に独立し
た運用ができる現行の仕組みを使用する。また、防災行政無線と連動したアプリの導入を検討しており、戸別受信機と併用しつつ確実な情報伝達を行う。
アプリには防災情報も組み込み、避難所などの情報もＬアラートと連携してお知らせできるよう検討する。

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の
強化

防災行政無線の
改良

具体的な取組み内容

中泊町

【整備後の防災行政無線イメージ】

既存の防災行政無線は新スプリアス規格に適合しておらず、当分の間現状の

設備で運用可能であるが、確実に情報の伝達を行うため、屋外拡声子局・戸別

受信機・アプリによる情報伝達を行い、住民周知をはかる。

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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いつでもどこでも
見る・聞く

スマホアプリへデータ送信
（テキスト情報＋音声）

避難情報等の発信を
Ｌアラートと連携

外国語に対応

非常時の職員参集

戸別受信機



〇防災行政無線の改良

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

令和元年度に当町防災行政無線の整備を実施し、令和２年４月１日より運用を開始。町民に、災害情報等を正確に伝達している。

具体的な取組み内容

大鰐町

■迅速かつ正確な情報伝達のため、次の機能を追加整備

・電話応答サービス

放送内容の再確認が可能となった。

・連絡通話装置

災害等で通信が途絶した際に、屋外拡声子局と役場間で無線通話が可
能となった。

・屋外拡声子局（屋外のスピーカー設備）

音質の向上等により、聞こえやすくなった。

・無停電電源装置
停電時においても、3日程度放送が可能となった。

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

「岩木川水系」

大鰐町

位置図

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 防災行政無線の改
良

実施済
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「岩木川水系」

〇浅瀬石川ダムと津軽ダムの大規模洪水を想定した吹鳴試験と住民参加型の避難構想訓練を実施

岩木川ダム統合管理事務所③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
防災行政無線の改
良。住民の防災意識
向上のための取組み

位置図

令和１年～令和３年度にこれまでの堤外地(河川区域内)に向けた情報伝達に加えて、堤内地(住宅側)にも情報伝達(スピーカー、サイレン)できるように
機器の整備を行い、音の届き方を確認するため「吹鳴試験」と「住民参加型の避難行動訓練」を実施した。

岩木川ダム統合管理事務所
（津軽ダム）

浅瀬石川ダム管理支所

R3年7月8日浅瀬石川ダム、R3年7月9日津軽ダムも吹鳴試験と音量計測、住
民参加型の避難行動訓練を実施

これまでの警報範囲を川の外側へ広げ､より広範囲への増設等を行った。
浅瀬石川ダム27基､津軽ダム1基に設置

実施中 81

津軽ダム浅瀬石川ダム

黒石市住民の避難訓練
スピーカー、サイレンの音
量測定

増設

津軽ダム村市警報所

西目屋村役場

黒石市役所



「岩木川水系」

○放流警報設備による災害情報等の伝達による協定を締結

岩木川ダム統合管理事務所③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

浅瀬石川ダム

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 防災行政無線の改
良

位置図

浅瀬石川ダムと津軽ダムのダム放流警報設備による自治体発表の災害情報等の伝達に関する協定を締結しました。

岩木川ダム統合管理事務所
（津軽ダム）

西目屋村役場 浅瀬石川ダム管理支所

黒石市役所

・浅瀬石川ダム：平成20年10月1日黒石市と協定締結

・津軽ダム：令和３年１月８日に西目屋村と協定締結

スピーカー

サイレン

当面は、スピーカーによる情報提供

津軽ダム放流警報所配置図

津軽ダム

津軽ダムと西目屋村の協定書抜粋

実施済

※具体的な対策内容については、今後の調
査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○浸水想定区域の公表

岩木川ダム統合管理事務所③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

浅瀬石川ダム

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化 浸水想定区域の公
表

位置図

令和２年７月３０日、浅瀬石川ダム及び津軽ダムにおいて、ダム下流の浅瀬石川及び岩木川が氾濫した場合のダム下流の浸水想定図と水深等を公表
しました。弘前市を始めとして沿川自治体の防災ハザードマップに反映されています。

岩木川ダム統合管理事務所
（津軽ダム）

浅瀬石川ダム管理支所

公表図(津軽ダム）

公表図(浅瀬石川ダム）

ダム地点における想定最大降雨(概ね1/1,000)相当により、ダム計画

規模を上回る洪水が発生した場合の的確な避難行動につながるため
の防災情報とすて作成したもので、ホームページで公表しています。

ダム地点想定最大規模

浸水継続時間

ダム地点想定最大規模

浸水継続時間

実施済

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○メディアとダムの管理をわかりやすく伝えるための勉強会を実施

岩木川ダム統合管理事務所③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

浅瀬石川ダム

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

避難体制等の強化
メディアとの連携によ
るダム洪水情報及び
共有

位置図

令和３年９月８日、メディアへのダム映像配信に先立ち、テレビ報道関係者と「ダムをわかりやすく伝えるための勉強会」を実施。

岩木川ダム統合管理事務所
（津軽ダム）

浅瀬石川ダム管理支所

実施済 84

Web会議システムで行われた勉強会の様子

・ダムの効果、取り組み、ダム用語の解説、広報、
ダム映像配信等について説明した後に意見交換
を行い、視聴者に伝わりやすい表現などの意見
をいただきました。

メディアへ配信している画像
浅瀬石川ダム

津軽ダム



③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリ
アにおける土地利
用・住まい方の工夫

弘前市防災マップ

○洪水・土砂・火山の総合的な弘前市防災マップを作成・配布

・国管理河川（岩木川・平川・旧大蜂川・土淵川・浅瀬石川）や県管理河川（後長根川・腰巻川・平川上流）の想定最大規模降雨による浸水想定区域図と
土砂災害警戒区域、さらには岩木山ハザードマップを統合した総合的な防災マップを令和2年8月に作成した。

・洪水・土砂ハザード情報
・岩木山火山防災マップ
・マイ・タイムライン
・避難情報のポイント
・避難勧告等の発令基準
・住所別危険区域一覧
・指定避難所・指定緊急避難場所一覧
・非常持出品の準備＆チェック
・災害時の感染症対策
・防災情報収集方法
・災害用伝言ダイヤル
・防災関係機関連絡先

⇒ ８万部印刷して市民に配布中

具体的な取組み内容（掲載内容）

弘前市

※具体的な対策内容については、
今後の調査・検討等により変更
となる場合がある。

実施済
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取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリ
アにおける土地利
用・住まい方の工夫

黒石市防災マップ

○総合的な防災マップの作成・配布

具体的な取組み内容

黒石市

1000年に一度を想定した洪水ハザード情報、土砂ハザード情報、火山ハザード情報、地震の危険度等を掲載した総合的な防災マップを
令和3年3月に作成した。

【主な掲載内容】
・洪水ハザード情報
・土砂ハザード情報
・火山、地震対策
・地震ハザードマップ
・地域の危険度マップ、液状化危険度マップ
・火山ハザードマップ
・マイ・タイムライン
・避難勧告等の発令基準
・避難所、避難場所一覧
・非常持ち出し品
・災害時の感染症対策
・防災情報収集方法、災害用伝言ダイヤル
・防災関係機関連絡先

令和３年４月に全世帯配布予定
※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

実施中



「岩木川水系」

○ハザードマップの更新と統合を実施

五所川原市③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリア
における土地利用・住
まい方の工夫

災害危険区域の指定

位置図

近年、激甚化する傾向にある水害へ備え、洪水ハザードマップの豪雨想定を「１００年に一度の豪雨」から「１０００年に一度の豪雨」に見直し、併せて、
地震・土砂災害・津波の各ハザードマップを統合した防災ハザードマップを作成し住民へ周知した。

防災ハザードマップ地区
※市内全域

○約2万2千世帯に毎戸配布

○市のホームページに掲載

○関係機関に配布
近隣自治体、学校、消防、警察など

○自主防災組織やＰＴＡ等への防災研
修にも活用

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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「岩木川水系」

○土砂災害ハザードマップの作成・更新

中泊町③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

具体的な取組み内容

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザードエリア
における土地利用・住
まい方の工夫

災害危険区域の指
定

位置図

令和２年に土砂災害警戒区域等を修正したハザードマップを更新。今後も県の追加や修正に併せて更新していき、対象地域住民の避難を促し、土砂
災害による犠牲の抑制を図っていく。

土砂災害警戒区域等の変更・追加に併せて修正

県の土砂災害警戒区域等の修正に併せて、令和２年に土砂災害ハザードマップを更新。
今後も県の修正に併せて随時マップの更新を図っていく。

【小泊地域（抜粋）】 【中里地域抜粋】

実施予定

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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〇洪水ハザードマップの更新・配布

③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

実施工程

取組項目 対策内容

工 程

短期
（R7まで）

中期
（R12まで）

中長期
（R12以降）

水災害ハザード
エリアにおける
土地利用・住ま
い方の工夫

災害危険区域の
指定

具体的な取組み内容

田舎館村

①マップを村内全世帯に配布。
②村HPに掲載。

令和２年度に洪水ハザードマップを更新し、令和３年４月に全世帯に配布した。

実施中

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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プロジェクト一覧表（１／２）

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。 また、対策メニューについても、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

岩木川水系流域治水プロジェクト【参考資料】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

90

主な取り組みメニュー 主な取り組み項目 対策メニュー 実施主体 短期 中期 中長期

国、県、市町村

国

県
東北森林管理局
森林整備センター

市町村

市町村

県,市町村
東北森林管理局
森林整備センター

内水氾濫対策

雨水貯留施設（河川）

堤防整備・河道掘削

準用河川の整備促進

洪水氾濫対策

雨水排水網の整備

施設の耐水化

流域の雨水貯留機能の向上

砂防関係施設の整備
土砂災害対策

利水ダム等12ダムによる事前放流
等の実施・体制構築

流水の貯留機能の拡大

農地・農業水利施設を活用した流
出抑制

ため池やクリーク（農業用水路）
の利用

①氾濫をできるだけ防ぐ、減
らすための対策

排水機場 県

校庭貯留施設

森林整備

森林保全等の治山対策による流出
抑制・流木対策

民間企業等による水防機材購入、
雨水貯留槽設置への支援

国、県
市町村

市町村

県

国、県

市町村

水田貯留（支援含む）

※「実施に向けて検討する取り組み」



プロジェクト一覧表（２／２）

※スケジュールは今後の事業進捗によって変更となる場合がある。 また、対策メニューについても、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

岩木川水系流域治水プロジェクト【参考資料】
～水害からみんなで津軽の人々の「いのちとくらし」を守る防災減災の推進～

91

主な取り組みメニュー 主な取り組み項目 対策メニュー 実施主体 短期 中期 中長期

市町村

浸水想定区域の公表

浸水被害の防止

危機管理型水位計の設置

監視カメラの設置

防災行政無線の改良

効果的な水防活動の実施及び水防
体制の強化

浸水リスクを考慮した立地適正化
計画の作成

早期復旧・復興の体制強化

メディアと連携による洪水情報の
提供

避難場所や経路に関する情報の周
知

住民の防災意識向上のための取り
組み

災害危険区域の指定

土地利用規制・誘導

高台等への避難場所の整備・確保

水災害ハザードエリアにおけ
る土地利用・住まい方の工夫

排水ポンプ車の購入

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

避難体制等の強化

ハザードマップの公表

②被害対象を減少させるため
の対策

市町村

市町村

国

市町村

市町村

国、市町村
気象台

県、市町村

市町村

国、県

県

県

国、市町村



岩木川水系流域治水プロジェクト

④市町村の実情に応じた減災の取り組み

※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。
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※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

地域の特性等を踏まえた各種減災対策を推進

市町村の実情に応じた減災の取り組み

■被害対象を減少させるための対策
水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫
・青森市立地適正化計画の策定【策定済】

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・避難場所や経路に関する情報周知のため該当施設へ計画作成を依頼
・自主防災組織等からの依頼による防災講話等の機会を活用し普及促進を図る
・R1年度に移動系防災行政無線をデジタル化

五所川原市

つがる市

青森市

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
洪水氾濫対策
・河道掘削・雑木伐採の実施
・暗渠の内部補修や河川の護岸補修・河床改修等を実施
流域の雨水貯留機能の向上
・下水処理場の耐水化を実施
・三岳川沿川で雨水貯留施設を整備【整備中】
・弘前南中学校、弘前第五中学校で校庭雨水貯留施設を整備【実施済】
・水害常襲地の防災・減災対策で、水防機材および雨水貯留槽設置の支援など
を検討【予定】

■被害対象を減少させるための対策
水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫
・弘前市都市計画マスタープランの策定【策定済】
・弘前市立地適正化計画の策定【策定済】
・水害常襲地の日常パトロール強化、適切な施設の維持管理

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・緊急速報メール・Lアラート・コミュニティFMなどによる洪水情報の提供
・要配慮者利用施設の避難確保計画の作成促進・相談など
・マイ・タイムライン講習会（R2～）、小中学校への防災教育・出前講座
（H24～）など

・弘前市水防計画の見直し
・防災行政無線アプリの整備
・洪水・土砂・火山の総合的な弘前市防災マップを作成・配布

弘前市

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・市民を対象に出前講座を実施
・洪水・土砂・火山の総合的な黒石市防災マップを作成・配布黒石市

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・下水道幹線の整備【整備中】

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・浸水想定区域内の各施設へ計画策定の促進（H30～）。
また、近隣市町で連携した総合防災訓練を検討（R3～予定）

・自主防災会等への防災講話の実施
・防災行政無線の更新【令和2年度内の予定】
・各種ハザードマップを作成、定期的に見直しを実施
関係者と連携した早期復旧・復興の体制強化
・非常用電源、排水ポンプを積載した車両を整備【整備済】

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・住民の防災意識向上のため出前講座の実施

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・ため池やクリーク（農業用水路）の改修等による老朽化対策の実施

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・避難確保計画の未作成施設に対し通知を発出
・広報誌で啓発活動を実施。また、地区の防災訓練等で普及啓発を実施
・防災行政無線は保守点検等により改善を図る【実施中】

平川市

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・雨水道幹線の整備【整備中】

藤崎町

93



※具体的な対策内容については、今後の調査・検討等により変更となる場合がある。

地域の特性等を踏まえた各種減災対策を推進

市町村の実情に応じた減災の取り組み

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・中央雨水区及び放流口の雨水幹線整備

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・避難場所や経路に関する情報の周知について近隣市町村との避難体制に
ついての検討会等を実施【予定】

・住民の防災意識向上のため講習等開催に向けて検討実施

板柳町

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・下水道幹線の整備【整備中】

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・避難場所や経路に関する情報の周知について近隣市町村と広域避難に
ついて検討予定

・住民の防災意識向上のため避難勧告等に関する情報を広報誌に掲載、
避難確保計画を作成するよう各施設に呼びかけ

鶴田町

■氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策
流域の雨水貯留機能の向上
・R３ため池ハザードマップ・R2ため池個別施設計画の策定
・森林計画策定予定

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・県防災システムのＬアラートの活用、メディアへの情報提供及び
メディア等からの情報発信体制を継続

・避難場所や経路に関する情報の周知は対象施設の作成率を上げる為に、
手引き・様式の周知・活用を促していく。

・町内会や学校で、防災に関する説明会等を実施
また県事業を活用し、住民向け研修会を実施

・水防団（消防団）の情報伝達網構築（ＬＩＮＥや団独自無線）、
建設業協会等と応援協定を締結

・長期の運用と確実な情報伝達ができる防災行政無線への転換を図る
・土砂災害ハザードマップ作成・更新

中泊町

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・住民の防災意識向上のため防災マップを作製し、全町民に配布【実施済】
・防災行政無線の改良
・道路高台等への避難場所の整備・確保

大鰐町

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
避難体制等の強化
・避難行動要支援者名簿の作成
・洪水ハザードマップの更新・配布田舎館村
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